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コンティンジェンシー理論の再吟味

占 部 都 美

Ⅰ は し が き

経営管理論の発展段階は,(1)テイラー (W･F･Taylor)の科学的管理法に代表

される古典的管理論,(2)メイヨー･グループ(Mayogroup)による人間関係論に

代表される新古典管理論,(3)バーナニドサイモン理論 (Barnard-Simon theory)

といわれる近代管理論に分けることができる｡近代管理論の後に,新しい管理

論としてコンティンジェンシー理論 (contingencytheories)が登場してきたもの

として位置づけることができるであろう｡それは,条件理論あるいは条件適合
1

理論･ともいわれている｡

現在では,管理論や組織論において,コンティンジェンシー理論はもはや一

つの慣用語化されている嫌いがあるが,その本質的特徴についてはまだ十分な

掘 り下げが行なわれていないように思われる｡ここでは,まず,コンティンジ

ェンシー理論について,その展望を行なった上で,コンティンジェンシー理論

の形成に影響を及ぼした源流にさかのぼって検討することによって,その本質

的特徴をとらえ,それを十分に掘 り下げて理解するとともに,そこに横たわる

問題を取 り上げたいと思う｡

Ⅱ コンティンジェンシー理論の展望

コンティンジェンシー理論は,1960年代から生成してきたものであるが,そ

のもっとも古典的な研究は,イギリスのサウス ･-セックス地方の100の企業
2

を対象に行なったウッドワード女史 (J･Woodward)の実証研究であろう｡その

1 占部都美編｢組織のコソティジェソシ-理論｣1979
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実証研究の結果,伝統的な管理論が主張してきた管理の幅の原則,専門化の原

則,ライン･スタッフ組織の原則,権限と責任の明確化の原則などの管理原則

を実行している企業は,量産システムという技術システムをとっている業種に

おいてのみ,企業的に成功しており,他の技術システムをとる業種では,かな`

らずLも成功的でないことを明らかにした｡そして, ｢技術システムが異なれ

ば,有効な組織は異なり,組織の効率は,組織と技術システムとの間の適合性

に依存する｣と主張したものである｡

ここで,技術システムは生産システムを意味している｡それは,生産システ

ムに用いられる技術の複雑性の程度によって,(1個 別受注生産システム,(2)量

産システム,(3)自動連続的装置生産システムに分けられる｡(1)は,重電機,産

業横桟のように,注文生産であり,個別の受注によって製品の仕様設計が異な

り,個々の顧客の要求の充足が生産システムにたいして至上命令をなし,熟練

労働者によって作業が行なわれることを特色としている｡(2)は,家電や自動車

のように,見込市場生産であり,デ トロイ ト･オートメーショソの方式がとら

れ,半熟練労働者によって作業が行なわれることを特色としている｡(3)は,化

学工業,セメントのように,自動連続工程による生産が行なわれ,自動制禦が

装置自体のなかに組み込まれているプラント･オ-トメ←ショソであることを

特色としている｡技術度において中位にある(2)の量産システムをとる業種にお

いて,伝統的な管理原則が示すように,組織図や職務記述書によって各職位の

権限と責任が明確に規定され,各種のスタッフ職能の専門化が行なわれ,ライ

ン･スタッフ組織によって命令系統を明確にしている企業がその経済的業績の

上で成功している｡これにたいして,技術度の両極にある個別受注生産と装置

生産の両システムをとる業種においてほ,スタッフ職能の専門化をあまり行な

わないで,生産,営業,財務,研究開発を柱とするライン組織がとられ,権限

2 J･Woodward,IndustrialOrganization;TheoryandPractice,1965(矢島釣也,中村寿雄共訳 『新

しい企業組織｣1970)

Ibid･,Industrial Organization;Behaviorand Control,1970都築栄,宮城浩祐,風間萌三郎共訳

｢技術と組織行動｣1971,拙著 ｢現代経営組織論｣1971
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と責任は明確にされず,環境の変化にたいして柔軟に適応し,決定の権限と責

任が高度に委譲され,参加的経営が行なわれている企業がその経済的業績の上

で成功している｡このように,組織と技術システムの関係にたいする比較研究

を通じて,技術システムが組織構造の決定において,一つの重要な変数である

ことを明らかにしたばかりではない｡｢異なる技術システムにたいして,有効

な組織は異なる｣と主張する点に,既成の管理論にたいする新しい挑戦が横た

わるのである｡

ラブ トン (T･Lupton)は,ウッドワ-ド理論を構造的相対主義 (structuralre-
3

1ativist) と名付けているが, それはわれわれの視点からもほぼ正鵠をえたもの

と思われる｡管理論にたいするアプローチとして,(1)人間的アプローチ(human

approach)と(2)構造的アブp-チ (structuralapproach)とに分けることができる｡

前者は,メイヨー･グル-プによるホーソン実験を基礎とした旧人間関係論と,

アージリス (C･Argyris),リッカート(R･Likert)辛-ーツバーグ (F.Herzberg)

による新人間関係論に分けられる｡旧人間関係論は,組織の生産性の決定要因

として組織成員個人のモラールとそれに影響するインフォーマル組織を主張す

る｡新人間関係論は,成員の自己実現の要求をみたすことによってそのモーテ

ィべ-ショソを高めることが,組織の効率を高めることであり,そのためのリ

ーダーシップ･スタイルや職務充実を取り上げてきた｡いずれにしてち,そこ

では組織の効率の決定要因として,組織構造それ自体ではなくて,成員個人の

モーティベ-ショソとそれに影響する諸要因が重要な組織変数をなすものとし

て扱われてきたのである｡これにたいして,構造的アプローチは,組織効率の

決定要因として,組織構造それ自体を扱うことを特長としており,それはテイ

ラー以来の古典的管理論者がとってきたアプローチである｡ちなみに,テイラ

ー自身は,計画部の設置や職能的組織 (functionalorganizatin)を主張し,テイラ

ーの後継者の-マーソソ (Emerson)によってライソ･スタッフ組織が提唱され,

3 T.Lupton,̀BertFit'intheDesigrnofOrganization,in"TaskandOrganization",edt.byE.J.

Miller,1976,p.134.
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アーウィック (LFIUrwick)は,有効な組織構造に関する諸原則を提示したも

のである｡ウッドワード理論は,以上の2つのアプローチのなかで,構造的ア

プローチに属するといえるであろう｡組織成員である個人や集団の行動ではな

くて,全体としての組織構造のあり方を取り上げているからである｡

しかし他方において,古典的管理論は,あらゆる環境や条件において普遍的

に妥当する組織構造の諸原則の定立を目ざす意味において,構造的普遍主義

(structuraluniversalism)の上に立っている｡これにたいして,ウッドワード理論

は,技術システムという組織の環境が異なれば,有効な組織は異なるとする点

において,構造的相対主義であり,その点において古典的管理論と枚を分かつ

のである｡

コソティンジェソシー理論におけるもう一つの古典的研究は,メ-ンズ-ス
4

ト-カー(T.BurnsandG.M･Stalker)の研究であろうO彼らのばあい,組織の環

境として技術システムを取り上げるのではなくて市場や技術の環境の変化の速

度を環境変数として特定化することを特色としている｡組織の技術や市場の環

境の変化があまりなく,安定している企業では,横桟的管理システム(mechan-

isticmanagementsystem)が有効であり,これにたいして,技術や市場の環境の

変化の速度が速い企業では,有機的管理システム (organicmanagementsystem)

が有効であることが,レーヨン工場やエレクトロニックス会社の実証研究から

導き出された｡このはあい,機械的管理システムは,まず集権的管理を特色と

しているが,さらに,複雑な職能別専門化が行なわれ,各職位の権限と責任の

明確化が行なわれているo権限の-イヤラーキ-の原則が守られ,詳細な管理

手続や規則が設けられる｡そこでは,また上司と部下との間のタテの権限関係

やタテ型のコミュニケーションが重視され,上司にたいする部下の忠誠心が尊

重される｡それは,いわば,ウッドワード研究において,量産システムにおい

て有効とされる組織類型に相当してし′､る｡バーンズ-スト-カーのばあい,技

術システムの種類のいかんをとわず,環境の変化が少ない企業においては,機

4 T･BurnsandG･M･Stalker,TheManagementof ZnnoTaLion,1971,前掲拙著,pp･30-37･
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概的管理システムをとっている方が組織の効率は高いとするのである｡これに

たいして,有機的管理システムは,まず分権的管理を特色としている｡各職位

の権限と責任はとくに明細に規定されていないが,企業の目的の達成-の関心

が強く,そのために部門間に有機的な協働が行なわれる｡上司と部下のタテの

権限ではなくて,むしろ同僚との間のヨコの協働関係やヨコ型のコミュニケー

ションが重視される｡職位の権限ではなくて,能力や知識の権限が尊重される｡

したがって,環境の変化によって問題が起こると,その問題解決の能力や知識

をもった専門家が各部門から集められ,プロジェクト･チームを編成して問題

解決にあたっていくのであり,能力や知識の権限が支配的であることを特長と

している｡

バーンズ-ス ト-カ-のはあい,組織の環境変数をウッドワードのように技

術システムに限定することなく,市場環境や製品構造などをふくめて,環境の

変化の速度という尺度から環境を類型化し,他方において組織構造を有機的管

理システムと機械的管理システムに二分額するところに,その特長がある｡し

かし,組織の環境が異なれば有効な組織は異なるものであり,組織の効率は,

組織と環境との間の適合性に依存するとする点において,ウッドワードと共通

しており,そこにはコソティンジェンシ-理論に共有の方法論的特色がみられ

るのである｡

コンティンジェンシー理論は,はじめイギリスに生まれたものであるが,ア

メリカの管理論にも導入され,より実践的な展開が行なわれるようになるが,

それはローレンス-ローシュ (P･R･LawrenceandJ･W･Lorsch)の研究に代表さ
5
れる｡ロ-シュの研究によれば,企業組織の全体とその環境との適合性が問題

であるばかりでなく,.企業を構成する各部門はそれぞれ異なる環境に当面する

のであるから,各部門の組織構造や行動パターンは,それぞれの異なる環境に

適合して,特殊化される方が有効であるとする｡企業の主要部門は,生産部門,

営業部門および研究開発部門からなるが,生産部門は工場環境に,営業部門は

5 JIW･Lorsch,ProdullInnovationandOrganにafwn11965,前掲拙著,P･R･LawrenceandJ･WILorsch,

OrganJj:aiionandEnvironment,1967,(青田博訳『組織の条件適応理論』1977)
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マ-ケット環境に,また研究開発部門は科学環境にそれぞれ当面しており,令

部門のタスクはそれぞれの環境から規定されている｡生産部門のタスクは,情

報の確実性が高く,変化率も少なく,安定している｡これにたいして,研究開

発部門のタスクは,情報の不確実性が高く,変化率も高い｡営業部門のタスク

は,両部門の間の中間にある性格のものであるoP-シュのばあい,組織の類

型は,たんに組織構造の次元だけでなくて,成員の態度や行動を意味する組織

行動の次元からもとらえるのが特色である｡後者の組織行動の瑛型化を行なう

尺度として,(1)目標志向性 (成員の目標意識が長期的,中期的あるいは,短期

的であるか)(2)時間志向性 (成員の視野や関心が長期的,中期的あるいは短期

的であるか)(3)対人志向性 (命令的リーダーシップかあるいは参加的 l)-ダ-

シップのいずれがとられているか)が用いられている｡そして,情報の確実性
6

が高く,変化率も少ない生産部門では,組織構造が高度に構造化され,成員の

目標志向性や時間志向性が短期的であり,また命令的リーダーシップがとられ

ている組織の方が有効である｡これにたいして,情報の不確実性が高く,変化

率も高い研究開発部門では,組織の構造化は低度であり,成員の目標志向性や

時間志向性峰長期的であり,また参加的l)-ダ-シップがとられている組織の

方が有効である｡営業部門は,両者の中間に位する組織類型をとっているとき

に,有効である｡このように,各部門はそれぞれの異なる環境に適合して組織

構造や組織行動を特殊化する方が,そうでないばあいに比べてより有効であり,

このように特殊化した上で,企業組織全体として,統合化の組織機構と組織過

程が整えられるとき,有効な組織が成立するものと結論づけられるのである｡

以上は,コンティンジェンシー理論のもっとも古典的で,かつ代表的な所論

を跡づけたものであり,以上のはかにいく多の研究の展開が試みられている｡

要するに,コソティンジェソシ-理論は,組織の効率の決定要因として,組織

6 組織の構造化の程度を測定する尺度として,(1)管理の幅,(2)管理階層の数,(3)部門の業績報告の

瀕度と詳細度,(4)集権的な公式手続,(51業績基準の詳細度が用いられる｡高度に構造化された組織

は,機械的管理システムにほぼ相当し,低度に構造化された組織は,有機的管理システムにほぼ相

当している｡
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の環童との適合性を問題にするのであるが,環境変数や組織変数のとり方によ

って,いく多の研究を刺激する可能性をもっているからである｡環境変数とし

て,技術システムがウッドワードによって取 り上げられ,組織と技術の適合性

が問題にされ,バーンズ-ス トーカーのばあい,環境の変化の速度によって環

境変数がとらえられている｡市場環境を環境変数として取り上げれば,組織と
7

市場との適合性が問題になる｡さらに,規模を組織の環境変数としてとらえれ
8

ば,規模と組織の適合性が問題にされる｡さらに,その国の文化や制度を環境

変数として取り上げることによって,経営と文化との適合性が問題になり,そ

れは経営の国際比較論や経営文化論を形成する一つの要素となる｡さらに,組

織成員である個人を環境変数とみなせば,欲求を異にする個人やグループと組

織の適合性が問題になるであろう｡

他方において,組織変数についても,いろいろの異なったとらえ方が可能で

ある｡ウッドワードのばあい,組織変数として組織構造がとらえられていたが,

ローレンス-ローシュのばあい,組織構造の次元だけでなく,成員の態度や行

動のパタ-ソという組織行動の次元を明示的にとらえているoさらに,フィ-

ドラ- (F･Fiedler)はすでに1951年にl)-ダ-シップのコンティンジェンシー
9

二理論にたいして実証的研究を開始している｡

フィードラーのばあい, リ←ダーシップの類型は,(1)仕事中心的 ･命令的リ

ーダーシップと(2)人間関係中心的 ･参加的リ-ダーシップに分けられ, リ-ダ

ーシップを測定するための指標を開発しているO リ-ダーシップの環境変数と

してほ,(1)リーダーのもつ職位の権限の強度 (2)グル-プのタスクの性格 (ル

-チソな業務かあるいは非ル-チソな業務であるか)(3)リーダーと成員の人間

関係 (信頼関係があるかどうか)を特定化している｡実証研究の結果として,

グループの業績を最大化するためのリーダーシップのスタイルの有効性は,こ

7 野中郁次郎著 ｢組織と市場｣1974

8 J.Child,PrediclingandUnderSlandingOrgan2,=alionStructure,Adml'nl∫lrallUCScienceQILa･ierl.V,June1973,

pp.168-85,E.Dale,Organization,1967.

9 F.E F]'edler,A TJicoryofLcder∫hipEdcigveneJ∫,1967.
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れらのグループとタスクの環境変数の好意性に依存すると結論づけている｡す

なわも,リーダ-シップの環境変数がリ-ダーにたいして非常に好意的か,め

るいは非常に非好意的であるばあいには,仕事中心的 ･命令的なリーダーシッ

プ･スタイルがより有効であるのにたいして,両者の中間転あるリーダ-シダ

ブ状況においては,人間関係中心的 ･参加的リーダーシップが有効であるとし
10

ている｡

ア-ジリス,I)ッカ- ト,マクレガー (D･McGregor)にしても,従来までの

1)-ダーシップ研究は,あらゆる環境や状況に妥当するl)-ダーシップ･スタ

イルを実証することに終始し,あらゆる状況笹おいて,仕事*Jb的,命令的リ

ーダーシップに比べて,人間関係中心的,参加的1)-ダ-シップがより有効で

あることを実証してきた｡これにたいして, リ-ダーシップのコソティンジェ

ソシ-理論は,特定の状況要因の下では,むしろ仕事中心的O命令的リーダー

シップの方がより有効であるとするのであるから,それは,既成の理論と実践

にたいする挑戦となることは,いうまでもない｡同じことは,既述した組織構

造のコソティンジェソシー理論についてもいえることである｡科学的管理法,

人間関係論,近代管理論を通じて,それらは共通してあらゆる環境に普遍的に

妥当する管理原則や組織法則を追求してきたものである｡それにたいして,コ

ソティンジェソシ-理論は,あらゆる状況に適合する最善の組織はありえない

のであって,環境が異なれば,有効な組織は異なるとするのであるから,それ

が既成の管理論にたいする挑戦的主張であることには,疑いない｡

管理論の将来の発展動向を展望する意味で,コンティンジェンシー理論の其

の特徴は何であるか,そこにどのような問題があるかについて,つぎに検討を

加えたいと思うOコソティンジェソシ-理論の形成に影響を与えた源流として,

(1)社会一技術システム論,(2)オープン･システム論,(3)構造-機能主義があげ

られるであろう｡これらの源流について,節を分けて,考察を加えたいと思う｡

10 F]'deler,7lb8d,,p.147.
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III 社会-技術システム論

コソティソジェソシ-理論は,イギl)スのタビストック学派(Tavistockschool)

の社会一技術システム論 (socio-technicalsystem theory)にその直接の源流をもっ

ている｡それは,イギリスのダーラムの炭鉱の採炭現場における作業組織の実

証研究をまとめた トリス-†マレイ (E･L TristandH･Murray)の研究に起源

している｡この研究では伝統的な切羽方式にかえて, ｢長壁切削方式｣という

新しい採炭技術を採用したはあい,二つの異なった作業組織を編成して,両者

の生産性および鉱夫の心理的ス トレスを比較研究したものである｡㌔

一つの作業組織は,各人の職務分担を明確に規定した伝統的な機械的組織で

あり,他の一つの作業組織は,伸縮性をもち,各作業単位が自律性をもった有

機的組織である｡結果におい.て,生産性および欠勤率などのス トレス指標にお

いて,後者の右横的組織の方がすく小れた業績を示した｡その理由は,地下にお

ける採炭の一連の作業は,落盤,出水などの偶発的な変化をひんぽんに引き起

こすために,変化に対応しやすい有機的組織の方が効率が高かったのである｡

エメリーニトリス トは,つぎのように述べている｡

｢われわれの発見は,作業グル-プの自律性が,すべての生産状況において

最大にされなくてほならないことを示唆するものではない｡技術システムの要

請を分析することによってのみ,決定できる最適の組織化の方法があるのであ
11

る｣と｡

近代管理論において,組織の概念から物的システム,すなわち技術システム

や人的システムを捨象することによって,組織概念を純化し,組織は, ｢共通

の目的を達成するために相互に調整された人間行動のシステムである｣と定義

され,要言すれば一つの ｢社会的システム｣(socialsystem)として規定されてき

た｡これにたいして,社会一技術システム論では,組織は社会的システムとし

ll F.E.EmeryandFJ.L Trist,Socio-technlCalsystem,in"SystemThlnking"edt.byF.E.Emery,

1969,拙著 ｢現代経営組織論｣pp･105-111.
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て技術システムから独立して存在するものではない｡技術システムの変化は,

組織に変化を与えるし,技術システムの要請をみたす組織が最適なのであり,

社会的システムと技術システムとは不即不離の関係にある｡かくて,組織は,

たんなる社会的システムではなくて,フォーマル組織とイソフォ-マル組織,

技術システム,市場条件や成員の質などの複合的な要素の相互作用からなると

ころの複合的システムであるとみなすところに,社会一技術システム論の特色

がある｡

この社会-技術システム論から,技術システムの要請を満たす組織が最適な

のであり,組織の効率は,技術システムと組織の適合性に依存するというコソ

ティンジェソシー理論に発展したといえる｡エメリー- トリス トなどが作業現

場における作業組織と技術システムとの関係を研究の対象としたのにたいして,

ウッドワ-ドほ,管理組織と技術システムとの関係を実証研究の対象としたと

いえるであろう｡

この社会一技術システム論のさらに深い根底には,つぎにのべるオープン･

システム論があることを注意しなくてはならない｡

IV オープン･システム論

コソティンジェソシー理論がオープン･システム論に根ざすことについては,

内外の諸学者の多くが一致する点である｡オープン･システム論の源流は,シ
12

ステム論の先駆者といわれる-ンダーソソ (L.∫.Henderson)にまでさかのぼる｡

-ソダ-ソソほ,1905年に--バトドの医学部を卒業し,ほじ削ま生物化学

を専攻したが,後に科学哲学や社会学を専攻するようになった｡その科学思想

は,社会学の泰斗といわれるパ-ソソズ (T.Parsons),人間関係論のメイヨ-

(E･Mayo),レスリスバ←ガ- (F.J.Roethlisberger),近代管理論の祖父といわれ

るバーナード(C･I･Barnard),新官僚制論のマートソ (R･K･Merton)などに影

響を与え,とくにバーナードと親交があったことは,有名である｡-ソダーソ

12 R.Lllienfield,TheRiseofSystemsTheory:AnIdeologicalAnaTy∫is,1978,pp.12-14.
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ソ自身は,パレ-トの影響をうげ,社会的過程の研究に不可欠の概念として,

均衡の概念を強調した｡その均衡とは,機械的均衡ではなくて,有機的均衡,

すなわち生体均衡 (ホメオスタシス- homeostasis)を意味している｡彼によれ

ば,有機体は,均衡の維持を目的として,自律調節のメカニズム(self-regulating

mechanism) をもつという｡ 環境の変化からシステムに不均衡を生ずることが

あれば,変化が起こらなかったばあいに存在していたであろう元の均衡状態に

帰ろうとする反応が直ちに行なわれ,それによって有機体は生存を続けるもの

とされる｡このような有機的均衡は,オ-プン･システムの重要な特徴をあら

わすものであり,その均衡の概念は,メ-ソソズの構造一機能主義,人間関係
13 14

論における ｢経営の社会的均衡論｣,メ-チ-ドニサイモンにおける組織均衡論

やマートソの ｢自然システム論｣(naturalsystem theory)にそれぞれ異なった形

で展開され,さらにはバークラソフィー (LV･Bartalanffy)のオ-プソ･シス

テム論に展開されているのである｡

バークランフィーは,本来生物学者であるが,1952年に, ｢物理学と生物学

におけるオープン･システムの理論｣という論文を発表し,はじめてオープン

･システムの概念を明らかにした｡彼は,また一般システム論 (GeneralSystem

Theory-GST)の提唱者として有名であり,1954年に経済学者のボ-ルディソグ

(K･Boulding)らとともに一般システム研究協会(SocietyorGeneralSystemResearch)
15

を設置した｡

彼によれば,すべての有機体は,オ-プソ･システムの特徴をもっており,

それは環境との問に物質,情報やエネルギーを交換し,質源のインプットとア

ウトプットを通じて,システムの構成要素は変化するが,安定状態 (steadystate)

を維持することによって,有機体は生存を続ける｡環童から刺激をうけると,

システムはその安定状態を回復しようとして,自律調節の棟能をもつことが,
16

オープン･システムの一般的な特色であるとされる｡

13 拙著 ｢経営学原理｣1980pp･321-7･

14 拙著 ｢現代経営組織論｣現代経営学全集6巻1971,pp.46-56.

15 R.Llllenfield,lbld.,pp.18-21.
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バ-タラソフィーのオープン･システム論は,イギリスにおけるコソティソ

ジェソシー理論の発生に直接の影響を与えたように思われる｡

ミラー-ライス (i.J.MillerandA.K･Rice)は,その著 ｢組織のシステム論｣
17

(SystemsofOrganization,1967)において,つぎのように述べている｡

｢どのような企業もオープン･システムとして理解される.企業は,生物体

と共通した特質を有している｡オープン･システムは,その環境との間に資源

を交換することによって生存し,また,そのようなはあいにのみ生存しうるの

である｡オープン･システムは,環境から資源をインプットし,変換過程 (con-

version process)を通じて資源を産出物に変換し,その一部をシステム内部の維

持のために消費し,残りを環境にアウトプットするoこのような投入一変換-

産出(import-conversion-export)の過程は,企業が生存す′るためには遂行しなけれ

ばならない仕事である｣と｡

企業は,オ-プン･システムとして,環境から,原材料,労働力や情報をイ

ンプットし,これを生産過程という変換過程をへて製品やサービスというアウ

トプットに変換し,それを環境に提供し,貨幣と交換することによって,生存

している｡環境との問に交易があるかぎり,システム内部の構成要素は変化す

るが,それにもかかわらず均衡状態を保つことによって生存を維持することが

できる｡不均衡は,有機体のばあい病気を意味しているが,企業組織のはあい,

効率の低下や衰退をあらわしている｡環境の変化によって;不均衡を生ずると,

オープン･システムは自律調節作用によって元の均衡状態を回復するように直

ちに反応を起こすことによって,生存を準けるのである｡企業組織が環鄭 こた

いして均衡を維持することは,組織と環境との間に適合性を保つことであり,

均衡が保たれるばあいに,組織の効率はもっとも高いと考えられるのである｡

このようにして,コソティンジェソシ-理論がオープン･システム論に根ざし

ていることが十分に理解されたように思われる｡

16 L.vonBartalanfFy,T7teTheor),OfOpenS_V∫leminPh_vsic∫andBiology,in"System Thlnking"edt-by

F.F.rLmery,1969p.70.

17 E.J.MillerandA.K.Rice,Sy∫LemsofOrganiてalwn,1967.p.3.
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しかし,オープン･システム論を管理論や組織論に適用するばあい,ともす

ればおち入りやすい錯誤があり,コンティンジェンシー理論それ自体にも一つ

の錯誤があることは,注意しなければならない｡

オ-プソ･システムは,本来生物ないし有機体を説明する概念であるO生物

は,意思決定の過程をもたない自然システム (naturalsystem)であり,環境の変

化にたいしても無意思的な自律調節作用を通じて反応し,均衡状態を保つこと

を特色としている｡これにたいして,組織は,人為的システム (man-made sy-

stem)である点で,生物とは異なっており,環境の変化にたいして自律的に適応

するのではなくて,あくまで経営者という行為主体の意思決定を通じて適応し

ていかなくてはならない｡

ウッドワ- ドにおいて,組織は,異なる技術システムの環境にたいして,組

織それ自身が反応して適合性を保つようにとられているが,それはオ-プソて
18

システム論の適用における一つの錯誤ではないかと思われる.技術システムの

要求にたいして組織が適合性を保つためには,その間に意思決定の過程を必要

とする｡もしそうであるとすれば,サイモンが主張するように,行為主体の意

思決定を導く決定前提には,事実前提と価値前提とがある｡たとえ,ウッドワ

- ドが実証するように,量産企業におい七は,棟概的管理システムが有効であ

ることが事実であるとしても,組織設計には事実前提だけでなく,経営者の価

値前提が作用するであろう｡価値前提として,経営者が経営民主化の経営理念

をもち,あるいは従業員の自己実現の欲求をみたそうとする人間主義的な経営

理念をもつときほ,量産システムにおいても,技術的要請が許す範囲において,

従業員のモラールの向上をほかるた削こ,分権管理を行ない,さらに自主管理

18 筆者は,1971年に公刊した拙著 ｢現代経営組織論｣においてこの種の批判を行なったが, (同書

pp.145--66)後にチイルド(J･Child,Organiそalion;aChoiceforMan,in "ManandOrganization日,

edt･byJIChild,1973) によって,同種の批判が行なわれている｡彼によれば,環境変数と組織変

数との間の関係は,実際には機械的,自動的なものではない｡一つには,組織的意思決定者の組織

方針によって,一斉の環境条件にたいしても,経済業掛こ重要な影響を与えることなしに,異なっ

た蔽織を選択する余地があるからである｡二つには,技術システムなどの環境は,決して与件では

なく,組鰍も 環境を計画的に操作したり,環境を選択する戦略的選択 (strategicchoice)の余地

を残すことをその理由としてあげている｡(;b2'd･,pp･242-6)･
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作業集団を形成し,有機的管理システムに近づける努力が行なわれるであろう｡

多くのコソティンジェソシー理論において,組織の効率と成員のモラ-ルと

は切り離され,環境,組織,効率の三者の関係のみが取 り上げられるが,組織

の効率と成員のモーティべ-ショソは,不即不離の関係にある｡

ウッドワ-ドは,機械的管理システムを採用している量産企業においては,

｢業績が良好であるにかかわらず,与れらの企業における従業員は,ストレス

と不安感をもっているのが特徴であり,--･手に負えないような人間関係の諸
19

問題が集中していた｣と述べている｡そこでは,効率とモラールの両者は切 り

離されているが,短期的にほとも角としても,長期的には両者は不即不離の関

係にあり,モラールの低下は組織の効率を阻害することは,自明のことである｡

コソティンジェソシ-理論は,オ-プソ･システムのアナロジ-にとらわれ

て,組織それ自体が環童の要請に反応するかのようにみるところに,一つの錯

誤があるといえる｡環境と組織の適応の間には意思決定の過程が介入する事実

を看過するのである｡意思決定の過程をへて,組織構造の適応が行なわれると

すれば,意思決定には事実前提とともに価値前提が働らき,経営者の経営理念

が組織設計の決定に重要な影響を与えることをみのがしているといえる｡

さらに,閑説すれば,オ-プソ･システムのアナロジ-にとらわれて,組織

と環境との適合性に注意を奪われて,組織の効率の決定要因としてのモーティ

べ-ション要因を軽視する嫌いがあることも,コンティンジェンシー理論の一

つの問題点であろう｡たとえば,p-シュによれば,情報の不確実性の高い研

究開発部門では,参加的リ-ダ-シップが有効であるのにたいして,情報の確

実性の高い,安定した生産部門では,命令的リーダーシップが有効であるとす

る｡しかし,生産部門の従業員も,自己実現の欲求をもつとすれば,命令的リ

-ダーシップの下では従業員の自己実現の欲求は満たされないから,モラ一ル

は低下し,それは長期的には組織の効率を低下させることが考えられるのであ

る｡

19 Zbl'd.,Woodward,IndustrialOrganizatlOn,Pp.18011.
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つぎに,オープン･システム論を管理論に適用するについて,もう一つのお

ち入りやすい トラップがある｡生物は,その自律調節作用によって環境に適応

していくが,環境を積極的に変えたり,コントロールしたり,あるいは自己の

生存に有利な新しい環境を創造するような機能をもたない｡オ-プン･システ

ムのアナロジーにとらわれて,ウッドワ- ドほ,一定の技術システムを所与と

して出発して,技術と組織の適合性を問題にしている｡他のコンティンジェン

シー理論においても,市場環境や規模などの環境を所与として,環境と組織と

の関係を問題にするのが,特徴である｡人為的システムであり,それ自体が意

思決定システムである組織のばあい環境に受動的に適応するばかりでなく,そ

の戦略的決定を通じて自己の生存に有利なように,環境を変えたり,新しい環

境を創造していく点で,生物とはまったく異なるのである｡組織の環境適応に

は意思決定が介在するかぎり,組織と環量との間の均衡は,組織が環境の要語

をみたすように受動的に適応するばかりでなくて,戦略的決定を通じて環境を

変えた り,新しい環境を創造することによっても,保たれるのである｡

現に,スウェーデンのボルボ (Volvo)社は,コンベアー･システムを廃止し

て,自主管理作業団によって自動車組立を行なうように,生産システムを変革

することによって,成員のモ-ティベ-ショソを高め,同時に生産性の向上と

欠勤率の減少という成果をあげていることは,周知の事例である｡わが国の量

産企業においても,コンベア･システムの採用が技術的,経済的な理由から必

要とされるばあいでも,各作業者の作業サイクルを延ばし,コンベアの速度を

落すという技術変化を行なって,職務拡大をはかることによって,モ-ティべ

-ショソと生産性の向上をはかっている事例は,多い｡

さらに,製品が多角化し,市場環境が複雑になれば,組織の市場環境の安定

化と単純化をはかるために,企業は職能別組織から製品別事業部制へ変革をと

げることによって,環境-の適応を行なうのである｡この点について,チャン

ドラーは, ｢経営戦略と組織｣についての実証研究から,盤業は,環境の変化

に適応するために,経営戦略を決定し,その戦略を成功させるために,組織構
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道を変革するのであって, ｢組織構造は戦略にしたがう｣という命題を提出し
20

ている｡企業が現有製品分野の拡大戦略や垂直的多角化戦略を採用するときは,

職能別部門組織が有効であるのにたいして,異なる製品分野に多角化する水平

的多角化や斜行的多角化の戦略を採用するときは,製品別事業部制が有効であ

る事実を指摘していることは,重要である｡

最後に,オ-プソ･システムのアナロジ-は,コソティンジェンシ-理論に

保守的性格を与える側面があることを注意しなければならない｡ウッドワー ド

は, ｢量産企業では,意識的に組織計画を作成している企業は,成功している

が,個別受注生産企業では,意識的に組織計画を作成している企業よりも,蘇

意識的に組織が技術システムに順応している企業の方が業績がよい｣と主張し

ている｡それは,生物は環境の変化にたいして自律調節によって無意識的に適

応していくというオープン･システムのアナロジーにとらわれた保守的見解で
21
ある｡それは,環境の変化や価値観の変化にたいする組織変革や組織開発の努

力にたいして冷水を浴びせる保守的性向をもつものといわなくてほならない｡

V 構造-機能主義

最近では,コンティンジェンシー理論にたいする組織社会学からの研究が多

くなっているが,組織社会学に共通にみられる構造-機能主義 (structural-fun°-

tionalism)がコンティンジェンシー理論に影響を与えていることをみのがせな

い｡構造一機能主義は,社会学の一つの方法論であり,それはパーソンズ (T･

Parsons)の社会システム論をはじめ,マートソ (R･K･Merton)やグール ドナ←

(A.W.Gouldner)における官僚制の逆機能論などに共通にみられるものである｡
22

構造一機能主義によれば,組織は,より広い社会システムにたいして一つの

20 A.D.Chandler,SlralegyandSI,uclure,1962(三菱経済研究所訳｢経営戦路と組織｣),拙著｢事業

部制と利益管理｣現代経営学全集第17巻 pp･77-8･

21 拙著｢現代経営組綴論｣1971, p･164,チャイルドも,筆者と同じく,後に,ウッドワード理論

の保守的性格を指摘しており,(J･Child,Organization,ibtd･,p･246),両者の見解が一致している点

は,興味深い｡

22 主として,メ-ソソズの社会システム論 (T･Parsons,TheSocialSy∫tem,1951)によっているO
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機能を果たすところの特定のタイプの目的を達成するた削こ組織化された一つ

の社会システムとみなされる｡企業組織の目的は,より広い社会システムであ

る経済制度にたいして特定の機能を果たすものとみなされる｡組織それ自体も,

各下位システムから構成されるが,各下位システムは組織にたいして特定の機

能を果たすものであり,成員個人は,一定の役割と相互関係を与えられ,一定

の価値体系の下に,組織に統合化されるものとみなされる,組織が生存するた

めにはその機能を果たすことが必要であり,そのためには,(1)適応(adaptation)

(2)目的達成 (goal-achievement)(3)統合化 (integration)および(4)維持 (maintenance)

が必要とされる｡ここで,適応とは,他のシステム,すなわち環境から材料,

人,資金などのインプットをうけて,内部でこれを変換してアウトプットを環

境に提供することを意味しており,適応の過程を通じて他のシステムの要求を

みたすのであり,構造一棟能主義がオープン･システム論の上に立っているこ

とはいうまでもない｡統合化とは,組織の各下位システムを全体に統合するこ

とであり,維持とは,一定の価値体系を維持し,各成員の一定の相互関係を維

持することをさしている｡適応と日的達成は,組織の能率の問題であり,統合

化と維持は,組織の安定の問題をなしている｡

要するに,構造一機能主義は,組織の機能とそれを遂行するのに適切な構造
23

的関係を重視するが,シルバーマン (D･Silverman)も指摘しているように,組

織の機能は,組織行動の結果であり,それは組織行動が引き起こされる原因を

説明するものではない｡組織行動は,意思決定を通じて引き起こされるのであ

り,さらに意思決定はなんらかのモーティべ-ショソによって引き起こされる

ものである｡構造-故能主義の下では,組織の形式的な構造や機能は考察され

るが,組織行動の原因である意思決定やモーティべ-ショソという組織の動態

23 シルバ-マン (D･Silverman)は,構造一機能主義を批判して,それは,一定の環境にたいする

行為主体の定義や彼の利用できる選択を無視し,組織の機能を重視することによって,組織構造の

形成に働らく行為主体の合目的な行動の役割を軽視するとしている｡また,人間のモーティベ-シ

ョソにたいする考察を抜きにして,鮭織構造にたいして因果論的説明を行なうことは,困難である

としている｡(D.Siiverman,TheTheoryofOrganizations,1970).
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的過程は,とらえられないのである｡

つぎに,構造一機能主義の下では,組織の動態的な環境適応の過程が十分に

とらえられないという欠陥がある｡組織の変革は,外部の環境の変化による外

生的変革と,組織内部の緊張から生ずる内生的変革とに分けて考察されるが,

やはりオープン･システムのアナロジ-にとらわれて,組織が環境を変えたり,.

あるいは新しい環境を創造するような動態的な環境適応の過程は,取 り扱われ

ないのである｡

コソティンジェソシ-理論と構造一機能主義とは同じではない｡前者は,後

者の影響をうけながらも,環境 ･組織 ･効率の三者の関係を実証するためには㌢

比較研究が必要であり,そのためには操作能可な概念構成を必要とし,組織や

環境を測定するための具体的な指標化を必要としている｡

最近のコソティンジェソシ-理論では,組織類型の測定にあたって,つぎのい
24

ような指標が用いられている｡

(1)複雑性 (complexity)製品や技術が多様化し,異質の専門家の数が多いほ

ど,組織の複雑性が高いとされる｡組織の複雑性が高いほど,異質の情報源の∩

数が多いので,たとえば革新のアイデアが多く生まれやすいとする｡

(2) 公式化 (formalization)それは,業務の遂行の基準や方法を規定する手続

や規則がどの程度成文化されているか,計画や報告制度がどの程度公式化され

ているかをはかる指標である｡公式化の程度が高いほど,各人の自由裁量の余

地が少なく,環境-の適応力が弱い機械的組織の性格をもつ｡公式化の程度が

低いほど,伸縮性のある有機的組織をなし,改善のための情報収集が活発に行

なわ九,革新のアイデアは多く生まれるとする｡

(3) 集権化 (centralization)管理階層の数が多く,決定の権限が トップに集権

化されているか,あるいは分権化されているかを測定する指標をなしている｡

集権化が行なわれているほど,環境-の適応が遅く,革新のアイデアは窒息し

24 この組織測定指標は,主にザルトマン=ダソカソによったものである｡(ZaltmanandDunccan>
ZnnoualionandOTgamZalion,1975).
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てしまう｡分権化によって,意思決定への参加が行なわれるほど,組織は,香

機的であり,情報量が増し,革新のアイデアが生み出されやすいとされる｡

(4)対人関係 成員相互の対人関係は,開放的であり,挑戦的であるほど,

また,信頼関係が強いほど,革新は成功率が高いとされる｡

(5) コソフリダットの解決 組織内部のコソフリクットがどのような方法で

解決されているかを測定する指標である｡問題をすべて表面に出し,意見の不

一致の原因を究明し,徹底的に意見を戦わせるコソフロンテ-ショソ (confron-

tation)が行なわれる組織は,革新のアイデアが多く生み出される｡これにたい

して,政治的なかけ引きや妥協によって,コソフリクットを解決している組織

では,革新の発生は少ないとされる｡

以上のような組織測定の指標は,組織のきわめて形式的な構造的特徴をとら

えるものにすぎないという点で,最近のコソティンジェソシ-理論は,組織社

会学における構造-機能主義の影響を強くうけているように思われる｡貌織の

効率を決定する要因は,意思決定,情報処理,コミュニケ-ショソあるいはモ

ーティべ-ショソという組織の動感的な過程のあり方であるにかかわらず,そ

こでは,組織の形式的な構造的特徴がとらえられているにすぎない｡わずかに,
25

p-シュの研究から,コソフT3ソテーショソというコソフリクット解決の過程

が取 り入れられているにすぎない｡意思決定やモ-ティべ-ショソの概念を欠

くと,組織の実体的特徴は適確にとらえられないのである｡たとえば,(1)の複

雑性についていえば,異質の専門家の数が多いということは革新の発生に直接

につながるものではなくて,異質の専門家の間の異花授精が行なわれる鼠織過

程をもつ組織においてはじめて,革新の発生率は高いのであるOさらに,革新

は,内部の技術的発明よりも,外部の市場の新しいニ-ズの発見からくるばあ

いが圧倒的に多いのであるから,異質の専門家の数が多いか少ないかをほかる

組織の複雑性の指標は,革新の発生率を予定するものとはならないといえる｡

25 J･WILorsch,ProductInnoとatWn andOrganlkalfon1965,pp･146-7,才出著 ｢現代経営組織論｣pp.198
-9.
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(2)の公式化についていえば,公式化の程度が高いほど,組織は非伸縮的であ

り,機械的であり,革新の発生が少ないとされる｡しかし,企業の意思決定に

紘,定型的意思決定と非定型的意思決定とがある｡前者は,一定の方針,手続,

規程を予め設定することによって敏速に処理され,組織成員は,革新に導く非

定型的決定により多くの時間をさくことができるのである｡したがって,手続

や規程の数が多いか少ないかをはかる公式化の指標は,組織のきわめて形式的

な特徴をとらえるものにすぎない｡また,公式的な計画や報告制慶も,公式化

の一つの指標とされるが,長期経営計画や戦略的経営計画は,公式的に作成す
27

る方が,そうでないばあいに比べて,革新を刺激するはずであり,それらを公

式的な手続,規程と同じ範噂に取り扱うことにも,問題がある｡

(3)の集権化の指標についていえば,分権化が行なわれるほど,組織は有機的

であり,革新の発生率が高いとされるが,そこにはやはり意思決定の概念を欠

くた馴こ,組織の実体的特徴は適確にとらえられていないのである｡分権化に

は,(1)職能制分権化と,(2)連邦制分権化の区別がある｡前者は,職能的部門組

織をとりながら,分権化を行なうものであり,後者は,事業部制による分権化

をさしている｡後者のはあい,各事業部は,独自の利益責任をもつ自立的な経

営単位として組織され,それにたいして分権化を行うものである｡同じ分権化

であっても,職能制分権化と事業部制による分権化とでは,意思決定のパター
28

ンを全く異にし,したがって組織の実体的特徴を異にしているのである｡

ⅤⅠ む す び

コソティソジェソシ-理論は,近代管理論以降に登場した新しい管理論の意

義をもっていることをわれわれは否定するものではない｡とくに,そのメリッ

トとしては,組織 ･環境 ･効率の三者の関係を実証するために,概念の操作化

が行なわれ,組織の測定指標が開発され 統計的な比較研究をすすめてきた貢

27 拙著 ｢戦略的経営計画論｣1970,同 ｢経営戦略と経営計画｣現代経営学全集7巻,1973を参照さ

れたい ｡

82 拙著 ｢事業部制と利益管理｣現代経営学全集,7巻,1968を参照されたい.
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献は大きいといえる｡最近では,経営の国際比較においても,それらの測定指

標が用いられている｡

しかし,ここで,コンティンジェンシー理論をその源流にさかのぼって検討

を加えてみると,それは明らかにオープン･システム論に根ざしていることに

ついては,異論はないであろう｡組織をクローズ ド･システムとしてではなく,

オ-プソ･システムとしてみる新しい視野については,われわれも同感である｡

近代管理論において,組織は,適応的システム (adaptivesystem)とみなされ,

そこにはオープン･システムの概念が基底におかれているといえる｡

しかし,オ-プソ･システムは,本来生物を説明するシステムの概念であり,

それがもつ自律調節作用や情報フィー ドバックの原理は,機械工学や情報科学

にも応用され,社会学や組織論にも応用されているのである｡しかし,オープ

ン･システムの概念を組織に適用したコンティンジェンシー理論には,オープ

ン･システムのアナロジ-にとらわれた多くの トラップがあることをわれわれ

は指摘したのである｡

オープン･システムのアナロジーにとらわれて,組織は,恰かもそれ自体で

環境に適応するかのように考え,組織構造と環境との間に意思決定が介在する

ことをみのがしているのである｡さらに,オープン･システムのアナロジーに

とらわれて,組織は,環境の変化にたいして受動的に適応するだけでなくて,

戦略的決定を通じて,自己の生存に有利なように,環境をコントロールしたり,

新しい環境を創造することによって,環境と組織との間の均衡を保っていくこ

とをみのがしている｡このようにみてくると,コソティンジェソシ-理論は,

組織と環境との適合性についての比較静態学的研究以上のものではないのであ

って,組織の動態的な環境適応の理論を提供するものではないといえる｡

さらに,最近のコンティンジェンシー理論には,構造一機能主義にもとづく

組織社会学の影響が強くみられる｡構造一機能主義は,オープン･システム論

の社会学的な展開である｡そこでは,組織が他のシステムやより高次のシステ

ムに果たす機能や構造が重視されるが,組織の機能は,組織行動の結果にすぎ
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ないのであって,組織行動の原因をなす意思決定やモ-ティべ-ションの過程

は,とらえられないのである｡われわれの見解では,意思決定やモーティべ-

ショソの概念を欠くために,組織構造のとらえ方も,形式主義に流れ,組織構

造の実体的特徴をとらえることに失敗しているといわなくてほならない｡

オープン･システム論の源流は,20世紀初頭における--メ- ドの科学哲学

普,-ソダーソソにさかのぼる｡彼は,人間関係論のメイヨー,構造一機能主

義のパ-ソソズ,そして近代管理論の祖父であるバーナ- ドにも影響を与えた｡

そしてまた,バークランフィーを-て,イギリスの社会一技術システム論にも,

影響を与える結果になっている｡コンティンジェンシー理論の直接の源流は,

社会一技術システム論であり,それにたいして後に構造一棟能主義の影響が組

織社会学者の手によって加えられたものといってよいであろう｡しかし,同じ

オープン･システム論を源流にもつが,科学者であるとともに経営者の経験を

もつバーナー ドによって構築され,サイモンに継承された近代管理論にもう一

度帰ることによって,コンティンジェンシー理論の経営学的展開が正しく行な

えるように思われるのである｡


